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の
前
に
ま
ち
は
あ
る
程
度
で
き

あ
が
っ
て
お
り
、
住
民
は
豊
か

な
生
活
を
享
受
で
き
る
と
思
う
。

問　
こ
の
ま
ち
は
、
エ
リ
ア
の

３
分
の
１
弱
が
イ
オ
ン
モ
ー
ル

で
、そ
れ
以
外
に
特
徴
が
な
い
。

本
当
に
住
民
に
魅
力
あ
る
ま
ち

な
の
か
疑
わ
し
い
が
。

都
市
整
備
部
長　
現
在
、
大
神

地
域
に
こ
の
よ
う
な
施
設
は
な

い
の
で
非
常
に
便
利
に
な
る
。

ま
た
こ
の
計
画
は
平
塚
の
新
た

な
産
業
の
拠
点
を
創
出
す
る
。

問　
土
地
区
画
整
理
組
合
設
立

へ
の
地
権
者
の
同
意
状
況
は
。

市
長　
６
月
11
日
現
在
、
人
数

で
は
地
権
者
３
５
０
人
中
２
２

０
人
（
約
63
％
）
で
、
面
積
で

は
58
ヘ
ク
タ
ー
ル
中
30
・
２
ヘ

ク
タ
ー
ル
（
約
52
％
）
で
あ
る
。

問　
土
地
区
画
整
理
組
合
設
立

渡
辺
　
敏
光 

議
員

ツ
イ
ン
シ
テ
ィ
計
画

問　
５
月
に
ま
ち
づ
く
り
シ
ン

ポ
ジ
ウ
ム
が
開
か
れ
た
が
、
ど

の
よ
う
な
話
が
あ
っ
た
の
か
。

市
長　
県
の
副
知
事
は
寒
川
町

倉
見
地
区
へ
の
新
幹
線
新
駅
誘

致
の
実
現
へ
の
思
い
を
述
べ

た
。
私
は
大
神
地
区
を
新
た
な

産
業
の
拠
点
と
す
る
ま
ち
づ
く

り
の
重
要
性
を
申
し
上
げ
た
。

問　
副
知
事
の
説
明
で
は
、
経

済
や
人
口
へ
の
効
果
は
新
駅
が

で
き
て
か
ら
10
年
ほ
ど
後
だ
と

い
う
。
し
か
も
、
新
駅
の
設
置

は
リ
ニ
ア
中
央
新
幹
線
が
で
き

て
か
ら
で
、
そ
の
う
え
状
況
は

厳
し
い
と
い
う
。だ
と
す
る
と
、

か
な
り
先
の
話
に
な
る
の
か
。

都
市
整
備
部
長　
リ
ニ
ア
中
央

新
幹
線
の
開
業
は
２
０
２
７
年

の
予
定
で
あ
る
。
た
だ
し
、
そ

の
条
件
と
な
る
３
分
の
２
の
賛

成
を
か
ろ
う
じ
て
ク
リ
ア
し
た

場
合
の
対
応
は
ど
う
す
る
の
か
。

都
市
整
備
部
長　
３
分
の
２
で

は
事
業
が
展
開
し
て
い
か
な

い
。
８
割
か
ら
９
割
の
賛
成
が

な
い
と
事
業
運
営
は
厳
し
い
。

問　

独
自
に
調
査
し
た
と
こ

ろ
、
反
対
意
見
が
多
い
。
数
十

年
先
の
ま
ち
で
あ
る
な
ら
、
住

民
全
体
の
合
意
を
得
る
よ
う
な

取
り
組
み
が
必
要
で
は
な
い
か
。

都
市
整
備
部
長　
公
平
に
地
権

者
と
意
見
交
換
で
き
る
場
を
持

ち
、不
信
感
を
払
し
ょ
く
す
る
。

提
案
型
ネ
ー
ミ
ン
グ

ラ
イ
ツ
の
導
入

問　
ネ
ー
ミ
ン
グ
ラ
イ
ツ
は
、

市
の
施
設
に
企
業
が
企
業
名
や

商
品
名
を
冠
し
た
愛
称
を
付
与

す
る
も
の
だ
が
、
公
の
施
設
は

住
民
の
公
平
な
利
用
の
た
め
の

も
の
で
、
宣
伝
の
た
め
に
本
来

と
は
異
な
る
「
ゆ
が
み
」
が
生

じ
る
の
で
は
な
い
か
。

企
画
政
策
部
長　
企
業
は
市
民

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を
図
る
取
り

組
み
も
提
案
し
て
い
る
。
ま
た

ネ
ー
ミ
ン
グ
ラ
イ
ツ
料
を
施
設

の
維
持
管
理
に
使
用
す
る
こ
と

で
公
益
性
が
高
ま
る
。

問　
企
業
の
提
案
に
よ
る
募
集

で
は
、
対
象
施
設
が
際
限
な
く

増
え
て
し
ま
う
の
で
は
な
い
か
。

企
画
政
策
部
長　
公
益
や
施
設

の
メ
リ
ッ
ト
を
十
分
検
討
す
る
。

四
之
宮
地
区
の

相
模
川
堤
防
の
整
備

問　
相
模
川
の
湘
南
銀
河
大
橋

北
側
の
堤
防
整
備
が
遅
れ
て
い

る
が
、
状
況
は
ど
う
か
。

土
木
部
長　
用
地
取
得
後
、平
成

28
年
度
早
期
の
完
成
を
目
指
す
。

日
本
共
産
党
平
塚
市
議
会
議
員
団

質総
問括
主な質問と答弁

６
月
定
例
会

松
本
　
敏
子 

議
員

職
員
の
法
令
の
遵
守

に
関
す
る
条
例
案

問　
本
市
は
市
民
か
ら
信
頼
さ

れ
る
組
織
を
目
指
し
、
公
正
に

職
務
を
遂
行
す
る
た
め
、
条
例

　目の不自由な方に市議会の活動を
お知らせする、音声版「声の議会だ
より」と点字版「ひらつか議会だよ
り」を作成しています。
　ご希望の方には
郵送します。
　お近くに必要な
方がいる場合はご
案内ください。

問　議会局（☎21-8791）

音声・点字

議 会 だ よ り

鈴
木
　
亜
紀
子 

議
員

市
民
自
治
推
進
の

た
め
の
情
報
共
有

問　
市
民
自
治
を
推
進
す
る
た

め
に
市
民
へ
の
情
報
公
開
は
必

要
不
可
欠
で
あ
る
が
、
行
政
運

営
の
基
本
と
な
る
条
例
、規
則
、

要
綱
な
ど
の
う
ち
、
本
市
で
は

要
綱
の
公
表
が
十
分
に
行
わ
れ

て
い
な
い
。
市
民
生
活
や
ま
ち

づ
く
り
を
考
え
る
う
え
で
重
要

な
情
報
を
含
む
要
綱
な
ど
の
公

表
に
つ
い
て
の
考
え
を
伺
う
。

市
民
部
長　
要
綱
の
統
一
的
な

公
表
は
し
て
お
ら
ず
、
市
民
に

事
業
の
内
容
や
手
続
き
の
方
法

な
ど
を
説
明
す
る
一
環
と
し

て
、
必
要
に
応
じ
て
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
な
ど
で
公
表
し
て
い

る
。
ま
た
公
表
対
象
の
統
一
的

な
基
準
は
定
め
て
い
な
い
が
、

他
市
で
は
公
表
し
て
い
る
と
こ

ろ
も
あ
る
の
で
研
究
し
た
い
。

問　
審
議
会
な
ど
の
会
議
は
行

政
課
題
や
政
策
の
方
向
性
を
審

議
す
る
大
切
な
場
で
あ
る
が
、

本
市
で
は
開
催
案
内
や
議
事
録

の
公
表
時
期
が
他
市
と
比
べ
遅

い
。見
直
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

市
民
部
長　
早
め
の
公
表
や
、

公
開
期
間
の
明
記
が
必
要
だ
と

考
え
る
。

公
共
施
設
に
お
け
る

使
用
料
等
の
減
免

問　
本
市
で
は
、
公
共
施
設
の

利
用
に
お
け
る
経
済
的
、
社
会

的
弱
者
へ
の
配
慮
の
基
本
的
な

考
え
と
し
て
、
使
用
料
の
減
免

を
位
置
づ
け
て
い
る
の
か
。

企
画
政
策
部
長　
受
益
者
負
担

が
基
本
で
あ
る
が
、
必
要
が
あ

れ
ば
「
そ
の
他
市
長
が
認
め
る

も
の
」
と
い
う
例
外
規
定
で
対

応
し
て
い
る
。

を
制
定
す
る
と
い
う
。
公
務
員

の
法
令
遵
守
の
大
原
則
は
、
憲

法
に
の
っ
と
っ
た
業
務
遂
行
で

あ
る
。し
か
し
職
員
の
中
に「
憲

法
は
政
治
」
と
解
釈
す
る
傾
向

が
あ
る
。
内
部
を
含
め
、
ど
こ

か
か
ら
圧
力
が
あ
る
の
か
。

総
務
部
長　
職
員
は
入
庁
時
、

日
本
国
憲
法
を
尊
重
し
擁
護
す

る
こ
と
を
宣
誓
し
て
い
る
。
憲

法
に
の
っ
と
り
業
務
を
遂
行
す

る
こ
と
は
大
原
則
で
あ
る
。
圧

力
は
な
い
と
思
う
。

問　
鳥
取
県
で
は
、
不
適
切
な

組
織
的
慣
行
、
上
司
の
命
令
で

個
人
の
正
し
い
認
識
や
行
為
が

歪
め
ら
れ
る
こ
と
を
条
例
で
戒

め
て
い
る
。
本
市
は
そ
う
し
た

検
証
は
必
要
な
い
の
か
。

総
務
部
長　
職
員
の
不
祥
事
に

つ
い
て
は
さ
ら
に
再
発
防
止
の

仕
組
み
を
検
討
す
る
。
本
条
例

で
は
、
市
の
業
務
遂
行
に
強
い

影
響
力
を
持
つ
団
体
や
個
人

が
、
地
位
や
権
限
を
行
使
し
て

職
員
の
公
正
な
職
務
の
遂
行
を

妨
げ
た
場
合
を
規
定
す
る
。

問　
一
般
市
民
が
困
っ
て
い
る

場
合
と
、
権
力
が
あ
る
も
の
の

圧
力
と
は
区
別
す
る
必
要
が
あ

る
が
、
想
定
し
て
い
る
か
。

総
務
部
長　
適
切
、
親
切
に
対

応
し
、
問
題
と
な
る
お
そ
れ
が

あ
れ
ば
そ
れ
を
記
録
、報
告
し
、

そ
の
事
案
が
妥
当
か
ど
う
か
組

織
と
し
て
判
断
す
る
。

問　
条
例
の
対
象
に
当
然
市
長

も
入
る
べ
き
と
考
え
る
が
。

総
務
部
長　

市
長
や
特
別
職

は
、
こ
の
条
例
の
理
念
を
当
然

遵
守
す
る
も
の
で
あ
る
と
考

え
、
対
象
か
ら
外
し
て
い
る
。

無

所

属

　子どもたちにゆたかな学びを保障するため
に、少人数学級の実現、教育予算の増額、義
務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める
意見書（抜粋）

　子どもたちにゆたかな学びを保障するために、子ど
もたちが全国どこに住んでいても、機会均等に一定水
準の教育を受けられることが憲法上の要請である。
　よって、政府におかれては、次の事項について配慮
されるよう強く要望する。

１�　子ども、保護者のニーズに応じたきめ細かな教育
を実現し、ゆたかな教育環境を整備するため、少人
数学級の実現と学級規模の弾力化を推進すること。

２�　保護者負担軽減のため、教育予算を増額すること。
また、義務教育教科書無償制度を継続すること。

３�　義務教育制度は、教育の機会均等、水準確保、無
償制を根幹としている。それを支えるための義務教
育費国庫負担制度を堅持するとともに、国の負担を
最低でも従前の２分の１まで拡充すること。

意見書の提出
　「意見書」とは、市政の発展に必要な事柄の実現を、
国や神奈川県など関係機関に要請するため、市議会
の意思を決定し、表明したものです。

　６月定例会では、議員提案による次の意見書を可
決し、内閣総理大臣のほか関係機関に提出しました。

　去る５月15日、平塚市議会は臨時会を開催し、常任委員会委員などの改選
を行いました。また、市長から専決処分に関する議案が提案され、審議の結
果、次のとおり承認しました。

番　号 件　　名 結 果

市
長
提
出
議
案

議案第41号 専決処分の承認について〔平塚市国民健康保険税条例の一部を改
正する条例〕 承認

議案第42号 専決処分の承認について〔平成25年度平塚市一般会計補正予算〕 承認

議案第43号 専決処分の承認について〔平成25年度平塚市競輪事業特別会計
補正予算〕 承認

報告第２号 専決処分の報告について 

議案の審議結果

専決処分を承認　市議会５月臨時会


